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平成２４年９月２４日 

 

 

 

各都道府県医務主管部（局）長 殿 

 

 

厚生労働省医政局医 事 課 長     

 

 

 

   歯科保健課長     

 

 

医師及び歯科医師の資格確認の徹底について（通知） 

 

 

無資格者による医業及び歯科医業を防止するため、「無資格者による医業及

び歯科医業の防止について」（昭和47年１月19日付け医発第76号厚生省医務局

長通知。別添１）、「免許証の不正防止について」（昭和53年３月20日付け医

発第289号厚生省医務局長通知。別添２）及び「医師等の資格確認について」（昭

和60年10月９日付け健政発第676号厚生省健康政策局長通知。別添３）において、

医師及び歯科医師の資格確認の徹底等を求めているところです。 

しかしながら、今般、無資格者が医業を行っていたために逮捕された事例が

判明いたしました。今後、同様の事例が発生することのないよう、医師及び歯

科医師の採用時における免許証及び卒業証書の原本の確認等の徹底について、

改めて関係者、関係団体等に周知徹底を図るようお願い申し上げます。 

なお、医師法第30条の２の規定に基づき、厚生労働省ホームページ上に医師

等 の 資 格 確 認 を 行 う た め の 「 医 師 等 資 格 確 認 検 索 シ ス テ ム 」

（http://licenseif.mhlw.go.jp）を設けていることから、当該システムも活用

して適正な資格確認を行うよう、併せて周知をよろしくお願い申し上げます。 

  



 

医 発 第 ７ ６ 号 

昭和４７年１月１９日 

 

 

 

各都道府県知事 殿 

 

 

厚生省医務局長   

 

 

無資格者による医業及び歯科医業の防止について 

 

 

最近、無資格者が医業又は歯科医業を行なつていたために摘発される事例が

発生しているが、無資格者による医業又は歯科医業は、国民の生命、身体に対

する脅威となることはもとより、国民の医療に対する信頼を失墜させる原因と

もなるものである。 

無資格者が医業又は歯科医業を行なうことが医師法第17条又は歯科医師法第

17条に違反することとなるのはもとより、無資格者に医業若しくは歯科医業を

行なわせた病院若しくは診療所の開設者若しくは管理者についても、その態様

によっては、刑事責任を問われ、さらに免許の取消等の行政処分の対象となる

こととなる。 

貴職におかれては、都道府県医師会、都道府県歯科医師会その他関係方面の

協力を得て、左記の事項を徹底することにより無資格者による医業又は歯科医

業の一掃を期されたい。 

 

記 

 

第一 免許資格の調査 

一 管下の病院又は診療所を対象とし、診療に従事する医師又は歯科医師の

免許資格に関する調査をすみやかに実施すること。実施に際しては、医師

又は歯科医師の免許証等有資格者であることが確認できる書類の呈示を求

別添１ 



 

める等の方法により正確な事実把握に努めること。 

二 調査の結果、無資格者による医業又は歯科医業が行なわれていることが

明らかになった事例については、刑事訴訟法第239条の規定により告発する

こと。 

 

第二 病院又は診療所の開設時等における免許資格の確認 

一 医師又は歯科医師が病院又は診療所を開設する場合には、医療法第七条

の規定による病院の開設許可申請書又は同法第８条の規定による診療所の

開設届の受理に際して、有資格者であることの確認を徹底すること。 

二 病院又は診療所の開設者又は管理者が、医師又は歯科医師を雇用する際

に免許資格を確認するよう十分の指導をすること。 

 

第三 医師届及び歯科医師届の励行 

医師法第６条又は歯科医師法第６条の規定に基づく医師、歯科医師の届出

を未だ行なっていない者に対しては、届出を励行するよう督促すること。 

なお、これらの届出と医籍・歯科医籍との照合を行なうこととする予定で

ある。 

  



 

医 発 第 ２ ８ ９ 号 

昭和５３年３月２０日 

 

 

 

各都道府県知事 殿 

 

 

厚生省医務局長   

 

 

免許証の不正使用防止について 

 

 

今般、医師免許証が医師でない第三者により不正に使用されるという事件が

報道されたが、かかる事件等を防止する観点から貴職におかれても、左記の事

項に留意し、関係団体等と連絡を密にして、その周知徹底を図られたい。 

なお、保健所等関係機関は、亡失に伴う免許証の再交付申請があった場合に

は、亡失事実の確認、申請者が同一人である旨の確認及び免許資格の確認を関

係書類の提示を求めて行われたい。 

 

記 

 

１ 免許を取得した者及びその家族は、亡失事故を起さないよう免許証の保留

には十分な注意を払うこと。 

また、盗難等により免許証が第三者に渡る可能性がある場合は、すみやか

に保健所等関係機関に通報すること。この場合貴職においては、関係機関に

された通報を至急当職あて連絡されたい。 

 

２ 各医療施設等は、免許取得者を採用するにあたっては、戸籍謄（抄）本等

の提示、履歴書の確認等の方法により採用希望者が免許取得者であることを、

十分に確認すること。 

  

別添２ 



 

健 政 発 第 ６ ７ ６ 号 

昭和６０年１０月９日 

 

 

 

各都道府県知事 殿 

 

 

厚生省健康政策局長   

 

 

医師等の資格確認について 

 

 

最近、外国人医師を採用した某地において、その際の免許資格に関する調査

が十分に行われなかつたため、左記の無効医師免許証所持者による無資格医業

が行われ、保険請求まで行われていた事例が判明したので、今後かかる事例が

再発することのないよう左記事項に十分御留意のうえ、貴職におかれても、関

係部局、貴管下保健所、病院、診療所等関係機関に対し、周知徹底願いたい。 

 

記 

 

１ 無効医師免許について 

(1) 元興亜医学館及び東洋医学院を卒業した別添無効医師免許証名簿の者

に医師免許証が交付されているが、これについては、既に昭和30年８月25

日発医第80号医務局長通知及び昭和51年１月23日医事第６号医務局医事課

長通知をもって通知してあるとおり、終戦直後の特殊な社会情勢下におい

てやむを得ず、法定の資格を有しない者であるにもかかわらず、当時の台

湾（中華民国）又は朝鮮において資格取得のために使用する目的をもって、

日本国において医業を行うことはできないという条件の下に（但し、その

旨は免許証には記されていない）、医籍に登録せずして交付されたもので

ある。 

従って、これらの者は我が国においては医師免許を有してはいないこと。 

別添３ 



 

なお、本件免許証は昭和35年11月１日の最高裁判決により無効であるこ

との判断が既に示されている。 

(2) 貴管内において、上記(1)に該当する者で医業に従事している者がある

ときは、当該者に対し免許証の呈示を求め、その免許が無効であることを

告知する等適宜の措置をとり、その旨当職あて報告されたいこと。 

 

２ 医師等免許資格の確認について 

無資格医業等の防止については、昭和47年１月19日医発第76号医務局長通

知をもって通知しているところであるが、今後とも次により徹底の上、その

一掃を図られたい。 

(1) 医師及び歯科医師として、就業する目的で採用する場合には、事前に免

許証及び卒業証書の原本の提出を必ず求め、資格を有していることの確認

を十分行うよう指導されたいこと。 

(2) 免許証を亡失している場合には、速やかに免許証の再交付申請を行わせ

るよう指導されたいこと。 

(3) 免許証を保持していない採用者等については、免許証の交付（国家試験

合格等による免許申請後、まだ免許証が交付されていない者については、

登録済証明書の交付）を確認した後に医業に従事するよう指導されたいこ

と。 

(4) 免許資格等に疑義のある場合には、当局医事課と十分な連絡をとること。 

 

３ その他（略） 

 


